
・企業ヒヤリングのまとめ

訪問先 ビジネスと気象等の現象の関連性 利用している気象情報・内容 利用方法及び評価 気象予報への要望・改善事項
飲料メーカ
ー

・ 飲料（お茶系統、コーヒー、炭酸飲料、
野菜果汁）のほか茶葉を取り扱う。

・ 販売ルートは、自販機、コンビニ、スー
パー問屋。

・ 飲料の中でもお茶系統が気温に影響され
る。最も敏感なのが、大型ペットボトル
の麦茶。

・ コーヒー、野菜果汁は気温の影響小。
・ 最高気温 29℃で感応度が変わる。29～

33℃程度まで売上は伸びるが、それ以降
は未分析。

・ 梅雨明け宣言でスーパーや問屋から発注
急増。

・ ペットボトルの生産ラインの制約から、
需要急増に対応できないことも。生産ラ
インは１ヶ月前に予約する。

・ 自販機の売上は、気温に直接的に左右さ
れる。スーパーや問屋はタイムラグがあ
る。

・ 日別の最高気温、特に６～９月が
重要。

・ マスメディアから入手。
・ 確報値がでたところで CD-ROM
で入手し直し、販売量と最高気温
の相関分析に利用。

・ 販売エリア別、販売ルート別、商
品別に分析。

・ 民間気象会社から、長期予報解説
と流通気象情報を取得。

・ 茶葉の販売は、休日の天気情報が
重要。

・ 販売戦略や事業計画、資材
調達に利用。

・ 適正在庫管理、天候に影響
されにくい商品開発にも応
用。

・ 商品構成や外部環境が異な
ってくるので、古いデータ
はつかえない。過去３年分
位が目処。

・ また、他の要因効果（例　キ
ャンペーン）との分離が難
しい。

・ 経営企画部とマーケティン
グ部で利用。

・ 自販機におけるホットとア
イスの転換時期は、最高気
温 15℃が目安。

・ 販売エリア（例　関東地方、近
畿地方等）とリンクする単位の
予報が欲しい。

・ 具体的な数値予報が欲しい。
（例　7 月のある時期に最高
気温が 29 ℃を超える確率
何％）

・ ビジネスの実態に則して、前年
比の形で情報が欲しい。

製罐業 ・ 飲料（お茶、コーヒー、炭酸）は冷夏で
売上減。

・ 缶詰の原料（ミカン、桃、さくらんぼ）
は産地の気象に左右される。

・ ペットボトルやレトルト容器、サワーや
酒の容器等も広く手がける。缶からペッ
トボトルに需要が推移中。

・ 冬場のペットボトル需要が高まってい
る。

・ 缶の製造は、原則受注生産。
・ 缶の生産から最終消費まで 2 ヶ月。ペッ

トボトルはリードタイムが長い。

・ 暖候期予報（3 月上旬）を参考に、
5・6 月に作りだめすることもあ
る。

・ 特に、過去の日別最高気温データ
を利用。

・ 民間気象会社から入手。
・ 社内イントラで配信。

・ 商品需要の大きな流れをつ
かむために、マーケティン
グ部が分析し、営業部に情
報を流している。

・ 全体市場における缶やペッ
トボトルの出荷量と最高気
温の相関分析を行ってい
る。

・ 今のところ販売戦略への活
用はできていない。

・ 需要予測も経済指標を中心
に行い、気象情報は参考に。

・ 12～2 月は、予算策定の時期な
ので、この時に夏場の予報が
欲しい。

・ 短期予報は比較的活用してい
るが、中長期予報も精度が上
がれば、利用可能。



訪問先 ビジネスと気象等の現象の関連性 利用している気象情報・内容 利用方法及び評価 気象予報への要望・改善事項
・ 気象による材料費の変動はない。 ・ 平年比、昨年比を見ている。

・ 基本的に、現状把握に利用。
事業と気温の相関性分析は
引続き今後の課題。

・ ニーズの多様化、商品サイ
クルの短期化、景気の悪化、
販売チャネルの変化、キャ
ンペーン陳列方法等気象以
外の要因も多く、気象と売
上を単純に関連付けにく
い。

・ 天候のリスクに対応するた
めの事業の工夫。（生産計
画の調整、冬場商品の開発、
在庫調整）

屋外型レジ
ャー施設

・ 天候の影響は大きい。
・ 小売、外食、イベントの運営に影響。
・ 降雨や降雪が客数に影響。特に、午前中

の降雨が問題。
・ 台風情報も安全対策に活用。
・ 天気予報自体の影響も大。午前中雨と予

報がでると客足が遠のく。
・ 販売部門の季節商品の切り替えは部門毎

に運営。

・ 降雨、風速、風向き、雷雨、台風、
洪水、津波等多岐に亘る。

・ １週間予報と２・３日の短期予報。
・ 当日予報も含め民間気象会社から

インターネット経由で取得。イン
トラネットで各部門に配信。

・施設内でも気温、湿度、日照、降
水量、風向き、風速を独自に観測。

・この観測データを民間気象会社に
アップロードし、自社向けの局地予
報を作成・提供してもらっている。

・ 業務運営に必要な予測を行
う際、気象予報は反映して
いない。予報精度の問題と
気象以外の要因の影響も大
きいため。

・ 防災の観点からすると台風
や降雪が重要。通常は、日々
のオペレーションで各種気
象情報を利用。

・ 次年度の年間予算計画を立て
る際に、精度の高い長期予報
があると助かる。

ビール製造
業

・ 売上げの中心はビール販売。
・ ビールは夏という印象も強いが、年々季

節的色彩は薄れている。
・ 夏の最高気温との相関は高い。冬場は特

にない。
・ 梅雨明け宣言で一時的に需要急増。これ

は、流通による商品確保の動きを反映。
・ 梅雨明け宣言が早いほど、夏場の消費は

・ 営業部の調査・情報グループで利
用。県別（原則県庁所在地）の月
別平均気温。

・ 毎月初に民間気象会社から紙ベー
スで入手し、PC に手入力。

・ 過去 100 年分保有。実際に利用す
るのは、40 年分。

・ その他、民間気象会社から FAXに

・ 毎月売上分析を行っている
ので、前月平均気温を速や
かに入手したい。

・ 週末の在庫減少に対して、
火曜日あたりに発注量を調
整。従って、週末の最高気
温をウォッチしている。

・ 気温とビール販売量との関

・ 仕込を考えると３ヶ月予報の
精度向上を期待。

・ 高い精度で猛暑が予測されれ
ば、有効に活用する。

・ 長期予報は平年比ではなく、
具体的に何℃になるか教えて
欲しい。

・ 予想結果の分布も希望。
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拡大。

・ 冷夏に対しては、生産調整ぐらいしか手
立てがないが、ビールの在庫水準は 1 週
間分程度であり、半製品（液）も貯蔵が
利くので、過剰生産リスクは小さい。

・ 仕込まで（液の生産）3 ヶ月、その後は
３・４日～１ヶ月で対応化。

て長期予報解説や産業気泡予報を
取得。スキャナーで読みとって、
イントラで支社に配信。

・ 湿度や風速等も考慮した体感気温
が肝心だと思うが、分析には利用
していない。

係を分析し、需要関数モデ
ルを作成している。

・ 実際は、景気動向や人口増
減、価格要素を取り込み、9
月頃に向こう 1 年の予測を
行っている。気温について
は、原則平年並み扱いに。
暖候期予報、3 ヶ月予報は参
考情報。過去の気温情報か
ら、周期性分析を行ったが、
実務に適用するのは困難で
あった。

・ 梅雨明けタイミングの正確な
長期予報。

花卉関連の
同業者協会

・ 花卉類の生産者から流通（卸）、小売、消
費まで連携して作られた協会。花卉業界
向け需要喚起を図るもの。

・ 降雨や強い風は花屋への来店客数を左右
する。

・ 生産者にとっても出荷１～2 日前の気温
や降水が重要な要素。切花は、切って２・
３日が勝負。雨が降ると市場に買い手が
いなくなる一方、採算者は持ち込まざる
を得ない。

・ 花販売には、体感気温が重要。
・ 日本では、花について大農経営できにく

い。土地がないことと、天候リスクが大
きいことが理由。

・ 製薬会社の花粉症予報を応用し
て、１月からの累積気温と花卉ビ
ジネスの関係を検証している。

・ 花の商圏（10Km 程度）の大きさ
に近い AMeDAS（17Km 四方）ポ
イントを採用。

・ 累積気温が５００℃で『心で感じ
る春』となり、切り花が売れ始め
る。

・ 累積気温が１０００℃を超えると
『身体で感じる春』となり、ガー
デニング商品が売れ始める。

・ また、平均気温が２７℃を超える
とガーデニングは売れなくなる。

・ 協会の試みに賛同してくれ
る会社と共に、首都圏の店
舗を数店選んで観測中。

・ 店舗毎に来店客数と気象の
関係を分析している。

・ 現状は、分析用に民間気象
会社から各種データを取
得。

・ 販売流通用には、２日先の
気象予報が有用。出荷コン
トロールに利用可能。

・ １週間予報の精度が上がれ
ばチラシ内容に活用可能。

・ 中長期予報は、植え付けか
ら始まる生産量調整に活用
可能。

・ 遠隔地から都市部に向けて栽
培した花卉を運ぶためには、
都市部に則した精度の高い気
象予報を取り込み、花卉の配
荷やラべリングの自動化に活
かすことを希望する会社があ
る

・ 予報精度の改善が効果をもた
らす分野は短期予報。

・ 長期予報では、累積温度５０
０℃や１０００℃、最高気温
２７℃といった事象が到来す
るタイミングの読みが欲し
い。

食品メーカ
ー

・ 魚肉加工品販売を行う食品製造事業会
社。

・ すり身を利用したおでん種が主力商品。
・ 気温とマインド（体感気温）が大切。
・ 気温が高いとおでんの売上減少。気温が

高いことの予報自体もマインドを通じて

・ 最高気温、最低気温、平均気温、
１週間データ、平年データを利用。

・ 気象庁の FAXデータを利用。
・ 社内 LAN で配信。
・ 最近、上記作業について民間気象

会社のサービスに変更。

・ 過去データ分析は不充分と
認識。

・ １ヶ月予報を参考に前年比
で製造計画策定。特売等の
プロモーションに利用。

・ シーズン中のオペレーショ

・ 中長期予報の精度向上は、販
売計画策定にメリット。

・ 予報が外れてばかりだと営業
のセールスプロモーションの
マインドが低下する。予報の
精度向上に期待大。



訪問先 ビジネスと気象等の現象の関連性 利用している気象情報・内容 利用方法及び評価 気象予報への要望・改善事項
影響大。

・ 冷夏だと売上が伸びる。暖冬だと減少。
・ ９月からおでんは売れ始める。９月給料

日が金曜日だと週末にかなり売れる。
・ 秋から冬への季節の変わり目のタイミン

グが大切。
・ 台風情報も製品輸送に影響が出るため重

要。

・ 本部製造販売企画部が利用。
・ 台風情報。

ン用に１週間予報を利用。
週末の注文に向け、火・水・
木に見なおすことによる。

・ 売り子である現場もニーズ
大。

・ 同精度向上があれば、人員計
画や複数工場運営、OEM 導入
等に活用可能。

流 通 小 売
（衣料品）

・ ジーンズ関連商品の仕入れ、販売小売業。
・ 夏物と冬物売上比は、50：50。
・ カジュアルウエア中心。主な客層は 10

代～20 代。
・ 天候の影響は、ショートパンツや T シャ

ツ、冬はセーター及びアウター関連で全
売上の３割強。

・ これ以外はむしろ天候の影響を受けな
い。

・ 冷夏と暖冬がリスク。
・ 値引き販売の際には仕入れ価格も低下す

るので、セール開始時期が勝負といった
アパレル業界と異なる。むしろ、真冬・
真夏の気温が重要。

・ 冷夏や暖冬になると、季節商品が売れ残
るリスクがある。少々季節の進みが平年
と違っても、衣類という商品の性格上、
対応は可能。シーズンを通して、冷夏の
まま、暖冬のままは困る。

・ 梅雨明けでショートパンツが売れ始め
る。梅雨明け宣言の効果大。

・ 冬物は、５℃くらいの低温が数日（3～
４日）続くと売れ始める。１日だけだと
商品の動きに関係ない。天気予報のアナ
ウンス効果大。

・ 但し、冬物は夏物ほど急には売れない。

・ 最近、民間気象会社からインター
ネット経由で取得。

・ １ヶ月先までの地点毎における週
単位の最高気温、最低気温、平均
気温の予測を毎週入手。

・ ４ヶ月先の気温推移予測を毎月入
手。

・ POS データが充実しているので、
今後分析を深める。

・ 生産過剰にあるため、仕入
れを工夫すれば天候リスク
もある程度回避できてい
る。

・ そのため、気象情報を活用
した仕入れ、在庫管理が未
着手。

・ 天候に関係なく商品の投入
時期は毎年略一定である
が、仕入れ量を決める上で、
気象情報を活用。

・春物の投入は 2 月後半。10
月には販売計画立案。海外
生産の商品が多いので、リ
ードタイムが長い。

・夏物は 7 月後半（梅雨明け）
に投入。４～３月に販売計
画。商談は 12 月から開始。

・冬物は、7 月後半に販売計
画。

・商品の注文は３～４か月
前。発注量は過去４～５年
の売上実績を見て決定。そ
の際、気温は平年並として
おり、予報は考慮せず。

・ 季節商品の投入時期は毎年

・ 1～２週間先の精度の高い予
報が欲しい。

・ 情報の使用者に責任があると
言った前提で、断定的・具体
的な表現が欲しい。

・ 土日の販売計画を週はじめか
ら立てるので、1 か月予報は月
曜日に出ることが望ましい。

・ 気温の予想としては、平年と
の比較ではなく、昨年との比
較が見たい。
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ほぼ一定であるが、重要な
のはどの時期にボリューム
を増やすかということと、
どの時期に見切りをつける
（値下げする）か

青果卸売業 ・ 全国各地の出荷者から集めた農産品を仲
卸業者や売買参加者に販売する卸売業
者。

・ 野菜や果物、花卉等について、農業生産
者、農協・県連・出荷組合から集荷し、
仲卸業者を通じて、生鮮品や加工品を量
販店・小売専門店・食品会社・レストラ
ンに配給。

・ 農産品の生産から流通、販売に広く関連
するため気象に左右される側面が多い。

・ 収穫時に３日晴れれば、収穫作業ができ、
スムーズな当社への搬入も可能。

・ 果物の品質には日照時間、生育速度には
積算温度が効く。

・ 産地からの輸送にも天候（積雪・海上気
象）が影響する。

・ 量販店では、雨、風、雪で売上ダウン。
それにより、当社への発注量も変化する。
例えば、気温が高いと生物、低いと煮物
が出る。その他にも夕方 17℃から 18℃
になると『おでんで日本酒』、20℃を超
えると『サラダでビール』、22～23℃で
『メロン』、25℃を超せば『すいか』と
いった傾向がある。

・ 東京の卸売り協会で、旱魃や乾燥
についての情報を保管、単価や入
荷状況との分析を行っているが、
当社は未着手。

・ 自社のビジネスに気象の影
響が大きいことは認識して
いるので、民間気象会社か
らの提案を検討していると
ころ。

・ 将来的には、産地向け教育
や指導、販売向け営業支援
に活用したい。

・ 現在は、県連等を通じた委託
購入であるが、今後は産地か
らの直接買い付けになるた
め、産地ニーズを反映した取
組みが必要。

・ 産地を意識した碁盤の目状の
細かな単位の気象情報（実績
データや予報）が有用。出荷
戦略等の産地指導に活用した
い。

・３か月予報が 85％～90％の制
度になれば使える。

・品目により必要な気象情報は
異なるが、情報の加工は自分た
ちで行うので、基礎的な情報を
希望。

・ 卸業なので、生産側と消費側の
それぞれの動向を見た価格コ
ントロールのための気象情報
が必要。

建設コンサ
ルティング

・ ビジネスの中心は国土交通省、県、市町
村向けの道路、河川に関わる構造物（ダ
ム、堤防、橋など）の建築計画の作成、
設計のコンサルティング。

・ ダムの水量の計算や最適な放水のオペレ

・ 日別、時別の降水量が中心。降雪
量、気温、日照時間、湿度なども
モデルのパラメーターに利用。

・ 予報の過去データを活用。災害

・ 気象情報は、災害シミュレ
ーションや建設計画におい
ては、主に過去データの分
析が中心であるが、ダムの
オペレーションに関して

・ 過去データに関しては、でき
るだけさかのぼりたい。現在
マイクロフィルム情報の CD-
ROM 化が進んでいる点に関
しては、実現すれば、大変あ



訪問先 ビジネスと気象等の現象の関連性 利用している気象情報・内容 利用方法及び評価 気象予報への要望・改善事項
ーションといった管理業務のアドバイス
や洪水などの発生を想定した災害シミュ
レーションも実施。

・ 一部民間企業向けも受注（10％程度）
①ダムの放水オペレーション
・３月から５月にかけてダムに水を蓄えて
いき、６月の農業用水で放水、夏場は徐々
に放水していくといったスケジュール。
夏場の渇水をいかに防ぐかが重要なポイ
ント。

・ 降水量については、ダムの水域の観測地
点を網羅的に観察。

②洪水の災害シミュレーション
・降水量と河川の水位の関係については、
雨からの流出過程に関する物理的なモデ
ルを複数作成し、分析。また、同モデル
には、ダム流域の降雪量、融雪量、気温、
日照時間なども関係してくるため、パラ
メーターとして気象情報は大変重要。

・ ５０年に１度くらいの洪水を想定した場
合、堤防をどう作るかといった計画に利
用。

・当該分析の際には、気象データのある限
り過去にさかのぼる（場合によっては大
正、明治のマイクロフィルムデータを手
入力で補足）。

・ 同分析をベースに洪水の災害シミュレー
ションを行ない、ハザードマップを作成。

③道路計画など
・ 道路の計画を行なう部署では、交通量予

測や重態予測のシミュレーションを実
施、アメダスの４要素は全て活用。

があった時点でどのような予
報がなされていたか等も分析。

  

は、気象予報も活用。
・ 関東地区のダムは５月中旬

をめどに満杯にし、農家へ
の水を供給しながら夏場の
渇水を防ぐために、出水制
限などを行なう。その場合、
短期予報は活用しており、
レーダーアメダスの解析情
報が公開されるとありがた
い。現在の２．５km 単位よ
り細かい情報があればより
活用範囲は広がる。

・ 山岳地域の地形性、雷雨性
の降雨まで補足できると大
変有効。事後的な解析であ
ってもよい。

・ X1 レーダーによる上空の
解析結果なども活用できれ
ばと思料。

りがたい。是非その範囲を広
げて頂きたい。

・ アメダスのレーダー解析情報
提供も希望。

・ 時期的には、６－７月の降水
量の予報が３月くらいにある
とよい。４－５月にかけてし
ろかき期にあたり、農業用水
の需要が高まる。この時期の
オペレーションが渇水か否か
が肝心。

・ 

エネルギー
（ガス）

・ 防災・供給センターが分掌するビジネス
を中心にヒヤリング

①防災・非常災害対策業務

・ 関連するデータは、日々の最高・
最低・平均気温、降雪、風（体感
気温）

・毎時の需要量予測や工場及
びガスホルダーの稼動計画
といった生産計画、並びに

・現行の寒候期予報とは別に９
月に翌年１・２月を見越した６
ヶ月予報を希望。
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・ 台風等の異常気象に対する社内ルールや

規則の設定
・ 災害時に備えた事前、事後の対策及び関

連技術の開発
・台風等の非常時対策を策定。実際のとこ
ろ輸送管は地中に埋められており、罹災
する可能性は低い。

・ 非常時対応として、連絡員の増員や配備
をルール化。

②ガスの製造・供給調整業務
・ガスの製造や供給（輸送）について月次・
週次予測及び日々の調整

・配給導管内の圧力調整及びガスの在庫管
理

・ ガス需要のうち、家庭用は３５％。
・ガス供給における業務用や工業用が気象
要因による影響が少ないのに対し、家庭
用は水温や気温の影響が大。その他には、
湿度や渇水の影響がある。

・家庭用ガス消費量の６割が台所やお風呂
でお湯を沸かすことによる需要。また、
同 3 割は暖房用、1 割は台所における煮
炊き用。

・水温については、新宿副都心の地域冷暖
房用貯水槽における水温変化を自社デー
タとして計測。気温の変化に対して、２・
３日遅れの変化。家庭用ガス消費量の６
割が台所やお風呂でお湯を沸かすことに
よる需要であるため、水温の変化をフォ
ローすることは大変重要。

・最近では、家庭用機器が温度設定により
自動管理になっているので、気温や水温
とガス消費量との間にリニアーな関係が
顕著に。

・週の平均気温と需要量との間には、安定

・ 特定観測点の気温を利用
・ 水温については、自社データ

導管工事計画に気温等の天
候情報を利用するといった
日次管理システムを構築済
み。

・気象情報の利用の仕方は気
象データそのものを需要モ
デルに入力するというより
も、類似日検索を過去デー
タから行う方式。同様な天
気の日の需要パターンを基
礎データとしつつ、各種要
因に基づく人間の判断を加
味。

・日々の需要予測は、０～３
時に翌日分を作成し、翌朝
８時に一回目の見直す。午
後４時に二回目の見直し。
深夜にガスホルダーに貯蔵
するよう調整。

・毎月２０日に翌月分を決
定。その後、日々の需要予
測で調整。

・９月あたりに翌年の１・２
月の最大日量予測を実施。
これは、現有設備で充分が
どうか、トラブルが起きた
場合の管理や対応は可能か
といった危機管理の観点か
ら利用。

・その際には、過去１０年の
データを振り返り、１０年
に１回起きる気温をリスク
シナリオに設定。

・冬期の需要に向けて５～１
０月にガスの在庫を積み増

・ 確率的な表現で３ヶ月や６ヶ
月先の気温の分布が予報され
ると設備運営や非常時対応、
需要予測等に使いやすい。確
率予報によりどのような判断
を行うかは今後の課題。
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した相関あり。１８℃を境に暖かくなる
際には緩やかな需要の伸びに、寒くなれ
ば需要がより高く伸びる。冬期には、１℃
変化すると一定量の需要量変化が観測さ
れる。

・近年は、夏期におけるガス冷房需要
があるため、気温が上がるとガスの
供給量も増える。10 年前にはなかっ
た現象。

・土曜日や日曜日のガス需要は業務用
需要の関係もあって低めに推移。月
曜日の午前中から需要が伸び始め、
水・木曜日は一般的に大きな需要量
を示す。こういった曜日毎の変動が
あるので、先の分析には、日々の平
均を使わず週の平均を需要量分析に
使用。気温分析には大手町の週平均
気温を使用。

・また、雪が降るとその日のガス需要も伸
びるが、翌日は晴れていても需要が落ち
ない。

③供給施設の建設・維持管理業務
・地震等に備えて遠隔操作可能な中圧導管
や独立したエリア毎に管理している最終
需要者向け低圧導管の建設や維持管理

・ガスホルダー（タンク）の運用や建設、
維持管理

・ 地中の導管は、気象の影響を受けること
が殆ど無い。

・液化天然ガスのタンカーを港湾設備に着
岸させる際には、波や風の影響を考慮。
例えば、秒速１２ｍを越える風が吹けば
着船させないし、同１５ｍで荷下ろしを

すオペレーションを実施。
暖冬になると予想されれば
冬期にガスがだぶつくこと
になるため、秋口にタンカ
ー毎ガスを売却する等のオ
ペレーションを行う。逆に、
厳冬が予想されても在庫積
増しにもホルダーの容量に
限度があるので、この時に
は対応が困難。また、冷夏
になると夏場にガス需要が
高まることになるため、ガ
スの在庫を積み増しが遅
延。

・夏期に渇水が生じると家庭
の風呂需要が抑えられるの
で、ガス消費が低下。

・ガス契約はテイクオアペイ
形式の長期契約であるた
め、毎年３月に５年先まで
見通した供給計画や設備改
廃に係る見直し作業を実
施。その際には、過去５年
の気象実績を参考に。以前
は１０年のデータを使用し
たが、３年位前からは気温
の推移が大きくなっている
ため、直近５年に変更。
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停止。

④無線通信設備の建設・維持管理
・ガスの製造、供給、保安体制を安全に運
営するために、工場やホルダーセンター、
導管ネットワークセンターから各種情報
を無線通信にて当該センターが取得

・災害時も安全、迅速に対応
エネルギー
（石油）

・原油の輸入精製と石油製品を内外販売す
る石油元売業。

・石油製品の販売サイクル（輸入～販売迄）
が 3 ヶ月程度であるため、3 ヶ月の中長
期予報が重要。但し、冬場のピークに入
ると 1 ヶ月予報の精度が重要。

・石油製品価格の設定には、気象情報の活
用が困難。理由は、仕入れた原油の価格
に製造コストを加味して販売価格が決定
されるため。

・灯油の売上は全体の 2 割程度。
・気温リスクが最も大きく、製品販売量に

影響。一方、為替変動はコストのリスク
に。

・冬場（12～3 月）は灯油等の暖房需要、
夏場は冷房需要（電力発電用 C 重油需要、
車のエアコン利用による燃費低下のため
のガソリン需要）によって販売量が大き
く変化。特に冬場は暖冬・厳冬の影響に
より前年比で±10%は販売量が変動。GW
時の天候によりガソリン需要が変動。

・冬場の灯油は±1℃で、販売量が±6%程
度変動。需要予測は上旬・中旬・下旬の 3
つに分けて実施。

・最終需要動向によって石油製品の生産を
調整するが、製品の生産調整は設備稼動
の低下や停止により実現。原油と製品を
合わせた在庫管理が非常に困難。その為

・主要都市の気温実績（日別値）
・新聞各社の紙面、インターネット

（新聞等のホームページ）
　にて、翌日収集
・主要都市の気温、日照時間、冷暖

房度日の日別値を月毎にまとめた
もの

・気象庁データ　→　石油連盟　→
当社総合企画部（FAXにて受領）

・気象の実況情報と、台風の進路情
報（民間気象会社のＦＡＸ）、1 ヶ
月、3 ヶ月予報を利用。

・3～6 ヶ月の予報であれば企画セク
ション、10 日程度の短期予想であ
れば営業セクションが活用。

・現在の長期予報（毎月 20 日）に発
表されているが、頻度は多ければ
多いほど良い。毎週発表される 1
ヶ月予報は常にチェック。

・インターネットの無料サイトで気
象情報が見られるので、気象情報
を社内 LAN 等で配信せず。

・長期予報の精度が上がった
場合は心構えができる程
度。今の業務体制では長期
の予報（6 ヶ月等）の精度
が上がっても余り業務に活
かせない。リファイナリー
業は装置産業の集大成であ
るため、製品製造に人手を
要しないのが理由。また、
厳冬であることが 6 ヶ月前
に分かっていても、生産設
備を建設するのには 2～3
年程度かかる。従って、こ
のために当該予報を利用す
ることは困難。

・需要予測を行う上で、平年
比、前年比の両方を使用。
これは弊社の石油製品需要
予測モデルの計算ファクタ
ーにこの 2 つの数値を入力
していることが理由。

・予報の確率精度が何%上がれ
ば役に立つか、といわれても余
りパーセンテージは意識して
いない。

・天気予報の精度が上がったと
しても、現状は各業務レベルに
ブレークダウンして活用する
モデルはないので活用方法は
見当がつかない。

・予報精度が上がるほど生産等
の対応がスムースになること
は予想。

・地域別の平均気温を希望（平年
比・前年比）。

・2℃刻みでその気温となる確率
等が提示されるようになれば
活用し易い。

・長期予報を 10±α℃等のよう
に絶対値で発表する形式には
拘らない。気温変化の幅が分か
れば販売に影響する大きさも
計算できようが、今のところは
平年・前年に比して暑いか寒い
か程度で充分。
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長期予報に基づく需要予測が重要。

・夏場と冬場では製品需要にアンマッチが
発生。冬場の灯油は夏場の閑散期に作り
溜めする。灯油の製造コストは閑散期で
ある夏場に安いことが理由。

・売上比率は夏場：冬場＝1:4～5 程度。冬
場の灯油需要は夏場からの在庫上積みで
対応。

・シーズンイン（12～3 月）すると翌月（1
ヶ月予報）の気温が肝要。製品不足時に
シンガポール等から既製品を輸入すると
大体 1.5 ヶ月程度は時を要す。調達は前
倒しが基本。

・前倒しで調達すればするほど在庫の価格
変動リスクに晒される。一方で、品切れ
にはできないので前倒し調達せざるを得
ない。

・気象予報を基づく需要予想が外れた時の
対策は行っていない為、製造キャパシテ
ィの問題から著しい厳冬となった場合に
は正直お手上げ。

・原油や製品を輸入・搬送する際に濃霧・
台風・風速情報は重要。精油所から油槽
所に製品を運ぶのに（特に瀬戸内海）内
航船を用いるので、その運航計画に影響。
濃霧については、北海道や東北地方に内
向船が接岸する際に重要な情報。

・大型の外航船については、台風の情報が
重要。台風が来ると台湾辺りで待機。

・海上気象の情報は船繰りに活用。1 ヶ月
前迄の精度の高い予報を希望。外航船の
場合は日本の近海情報も有用。

・陸上ではローリーや鉄道による輸送に影
響を与える降雪がリスク。異常気象が予
想される場合には、運搬も前倒しが基本。
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エアコンメ
ーカー

・家庭用エアコン（ルームエアコン、ハウ
ジングエアコン等）

・業務用エアコン（大型空調設備、列車用
空調装置等）

・ビルエアコン（ビルの空調設備）
・ ショーケース（コンビニの販売用ショー

ケース、ビールのケース等）
・スーパーデラックスクラス、ミドルクラ
ス、ロークラスの３種類を製造。

・部品の汎用化を進めており、不良在庫に
ならないよう工夫。

・業界全体のエアコン販売量は平年で６８
０万台位。２００１年は７月の猛暑で７
１０万台まで販売。

・販売先の７割は量販店。現在はメーカー
よりも流通の方が強い。

・業務用は年間７０万台程度で全体の１
０％位。小店舗用エアコンも業務用であ
るが、売上は景気と気温の影響を受ける。
家庭用エアコンが一番気象（気温）の影
響を受けやすい。

・年間の月の販売比率でいくと５月 10-
15％。６月 15-20％、７月 20-25％位の
割合。毎年３月位から作りためする。

・基本的には平年＋αで強気の生産計画を
建てる。品切れの方が、売れ残るよりも
避けたい。

・エアコンメーカーは１１社あるのに対
し、重要な部品（特殊なバルブなど）を
生産できるメーカーは３社。シェア拡大
のためには、部品の確保が重要な戦略。
（減産という選択は、部品確保の枠を手
放すことになり、決断できない。一度手
放した枠は回復が難しい）

・ エアコンは成熟産業。販売成長率は 2％

・予報データ：１ヶ月、３ヶ月予報
を参考に。

・以前は民間気象会社の気象情報
（予報）を利用。

・本社に販売機動部隊が 30～40 人
いるが、台風などで屋外機の浸水
被害時などに、全国を飛び回る。
ここでは、週間予報を利用。

・実績データ：民間気象会社から購
入するデータを紙、FD ベースで入
手。

・気象要素は気温と湿度の時間値。
但し不快指数などは使いこなせて
いない。

・過去 20～30 年の売上データと気
象との関係を経験的に把握。暑い夏
は 3 年続かない、エルニーニョの年
は涼しいだろうなどの経験則だ。

・エアコン業界として、他社を含め
た売上のデータは把握。地域ごとや
全体の売上動向を気象と関連付け
て分析すれば、ある程度気象との関
係が客観的に把握できるだろう。

・冷夏の予報がなされたとし
ても、生産・販売を控える
ようなプランは立て難い。
（予想が外れた場合の影響
が大きすぎる）変動への対
応は常に最大量の生産・販
売を確保した上で調整を実
施。

・気象情報を利用しているの
は、事業統括企画部門と国
内営業統括・営業推進セン
ター

・気象データの加工は行なわ
ず。

・確度のきわめて高い気象予
報があれば、それに基づく
事業方針を事前に打つ事が
できる。その経済効果は極
めて大きいと言える。

・将来１年程度の気象予報を最
低１週間単位でデータがある
と有効。その場合のデータ更
新は１ヶ月前を目処。

･各予報の精度は高ければ高いほ
ど有効。

・中長期予報の精度向上により、
生産計画、労務計画の確度向
上が見込まれ、キャッシュフ
ローの改善に大きく貢献する
ものと思料。

・地域ごとの確度の高い予報が
あれば、売れ残っている地域
の商品を売れている地域へ回
すことが可能。
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程度。気温の影響も大きいが高額商品な
ので景気の影響も大。

①気温との関係
・販売台数は経済状況や住宅着工、販促キ
ャンペーンなど様々な要因に影響を受け
るが、６，７月の気温の影響は大。8 月
は販売ピークを過ぎる。

・６・７月の真夏日の日数で売上はかなり
影響する。特に水木金と真夏日が続いて
土曜日が晴れると１０倍くらい売上が伸
びる。

・冷夏で売り上げは10-15％程度落ちるが、
気象予報をもとに生産計画を変えない。
外れた場合のリスクが大きすぎるため。

・生産計画は気象要因を除いて計画され
る。前年の１２月―１月頃に翌年の生産
計画を建て、部品メーカーへのいわば枠
取りを行なう。

・家庭用は気温に大変敏感で、買い替え需
要４割、買い増し需要４割、新規需要２
割といわれている。エアコンの世帯普及
率が 80 数％となったものの、潜在需要は
まだまだある。買い増し需要と新気需要
が気温の影響を大きく受ける。

・気候変動に左右されない対応として、暖
房機能の強化による販売の年間平準化を
推進したり、海外輸出の強化を図ってい
る。

・ 真夏日になった、梅雨明けしたなどの情
報が発表されると、急に売上が伸びる。

②生産計画における活用
・生産スタートは３ヶ月前。部品も含めた

リードタイムは３ヶ月（組み込むマイコ
ンのソフトの生産に 2 か月から 3 か月か
かるため）。最終組立工程で気象状況を見
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ながら GO STOP の判断。（最終組み立
ての直前で様子見、状況に応じて最終生
産量を調整可能）

・１ヶ月前に生産量を確定。そういう意味
では１ヶ月予報が有効。見込みがはずれ
ると不良在庫に。

・生産調整の観点からは、商品が足りない
状況は許されない。多めに作るのがリス
ク回避の方法。冷夏の予報があっても生
産量を調整しない。万一暑い夏であった
場合、急に生産を増やす事は難しく、リ
スクが大。

・気温変動に対応するため、製品供給サイ
クルの短縮化や、生産調整のタイムリー
化、部品汎用化及び部品備蓄を実施。

・夏のピーク需要とそれ以外の季節の需要
に差が大きい事から、３月末から５月末
にかけて完成品で備蓄を開始。

・４月頃に減産シミュレーションを実施し
ているが、実際に冷夏の場合には減産指
示が遅れる場合が殆どであり、８－９月
の生産調整で対応。大幅な在庫増の場合
は次年度以降に生産調整が続く。

・また年間の労働時間調節も実施してお
り、閑散期の９月から年末にかけては１
日６時間労働、製品備蓄に備えて１月か
ら１日９時間労働の体制を敷いて残業を
減らす。

・ ９月は休日を１６日設定。需要に合わせ
て生産体制も工夫。

食品メーカ
ー

・グループ全体では各種飲料や食品が天候
の影響を受けるが、本社内的には健康ス
ポーツ飲料の販売量が天候に左右され
る。

・上記に加え今回のメインテーマであるス

・民間気象会社にＰＯＳデータを提
供し「スープ指数」を開発。

・スープ指数は天気（晴れ、曇り、
雨、雪）と体感気温の２要素から
構成。

・商品の出荷・生産に関して
はせいぜい 2 週間から月単
位のコントロールしか行っ
ていない。気象予報をこれ
に使用することはない。
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ープ事業が天候、特に体感気温により販
売量が変動。

・ スープ事業のマーケットシェアはウェッ
トを除く（粉末のみ）であると５０％、
ウェットを含めると４３％。

・ スープは非計画購買型の商品、すなわち
購入者の８０％がスーパーなど店内で購
入の意思決定を行う。

・寒くなると需要が伸びるという経験則を
認識。具体的には 10 月第 1 週辺りから販
売量が増加。

・分析の結果、①気温 ②マーケットアクテ
ィビティ の 2 つで販売量の変動はほぼ
説明がつく。

・4 年ほど前から気温と需要の関係をもっ
と分析する必要性を感じ、週別の気温と
ＰＯＳのデータを分析。

・②は例えばテレビ広告、店頭での商品陳
列場所の移動、値引販売などの販売促進
活動。

・前年あるいは平年との比較ではなく、前
週あるいは前日の気温からの変化量と販
売量の相関（負の相関）が高い。

・この分析結果を販売戦略に活かしはじめ
たのは昨年から。9 月末から10月初めに、
前週と比べて急に３℃くらい気温が下が
ることがあり、ことタイミングで売れ始
めることがわかったため、これに合わせ
て販売を強化。

・ただし、気温以外の要因を取り除いたベ
ースの部分と気温の関係は、完全にはわ
からない。

・その理由は、商品のライフサイクルが短
いため商品自体のブランド力が比較的短
期間の間に変化し、この要素を取り除く

・体感気温は気温の前日差（実際に
は前日の実績値と当日の予報値の
差）、地域による温度差（同じ 10℃
でも福岡と札幌では体感が異な
る。）および時期による温度差（同
じ 10℃でも 9 月と 12 月では体感
が異なる。）を考慮したもの。

・これは某ビール会社が出している
ビール指数にヒントを得た。

・2001 年 10 月から I-mode で全国
142 エリアの情報を毎日発信。１日
２回更新。

・効果測定は難しい。ますスープ指
数という言葉自体を一般化させる
ことが重要であり、少なくともそう
ならないと効果は見えない。

・現在の予報の精度では出
荷・生産のコントロールに
使用不可。

・スープ事業に関しては暖冬
のとき、オペレーションで
若干の盛り返しはできる
が、基本的には不可避的な
リスクである（今年の１月
中旬のように高温になると
お手上げ）。長期予報につい
ては気象庁の長期予報のほ
か、四半期ごとに民間気象
会社が開催するセミナーに
は出席。ただしこれを事業
計画の策定等に利用せず。

・長期予報の精度を、過去の
気候トレンドから分析した
予想と、どちらの精度が高
いかによる。

・過去 5 年の週次の気温デー
タを用い、広告をどのタイ
ミングで投入するかの判断
材料に。

・中長期予報利用の可能性と
しては広告投入の時期決定
に利用することが考えられ
る。スープの広告は下半期
（10 月～3 月）が主体とな
り、大枠は 5 月に決定。た
だし広告発注のタイミング
はミニマム 3 週間前なので
このタイミングまでに精度
の高い予報があれば、広告
投入を 1 週間程度ずらすこ
とは可能。
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ことができないことが理由。

・この問題をクリアするためには、自社の
商品だけでなくマーケット全体としての
スープの販売量を分析対象にすれば良い
が、コストも膨大であり 1 社のみでは対
応不可。

・会社全体でみた場合天候の影響を受けな
いものも多いので、天候リスクは決して
大きくない。

建設業 ・技術研究所を含め、全店で設計部門とし
て約 800 名の陣容。設計技術部は現場の
設計部門の業務を支援。

・人員は 31 名、建築関係の意匠、構造、設
備等について、技術関連の質問事項に対
応するなど実戦部隊の技術の窓口的な役
割を担当。

・技術研究所はより基礎的な技術開発を担
う。

・ 設計業務は、企画、基本設計、詳細設計、
総合システム提案から完成後建物のメン
テナンスまで、守備範囲は広い。いずれ
も現場での対応が基本となるが、設計技
術部はこれらすべてに渡って支援業務を
実施。

・ 建物の施工や建築の現場において気象情
報が活用されている。

・建物の施工は場所の気候特性に応
じて変える必要がある。

・特に空調等の設備容量を決定する
際に、過去の気象データを活用。

・この際には気象データは気温、風
速、降雪（積雪）量等利用。

・空調の設計においては 1 時間置き
に 1 年分のエネルギー消費量をシ
ミュレーションする。

・この際に利用するデータは空調衛
生学会で作成した７要素の気象デ
ータで、全国 21 個所に観測ポイン
トがある。

・建物の形状や向きを決定する際に
も風向、降雪（積雪）量等の気象
データを活用。

・貯溜池をつくる場合などは降水量
のデータも重要に。

・このほか建築の現場では気象観測
は行っていないが、短期予報は重
要視する。例えば雨の予報により、
コンクリートの打設スケジュール
等は左右される。

・また、台風の場合は現場の防災に
向けて、進路予測等の情報を活用。

・ 精度の高い気象予報が出る
ようになると、工事の進捗
管理の仕方が変わってく
る。

・ 気象予報を活用し設備の負
荷予測を行うことが可能と
なれば、従来とは異なる省
エネルギーシステムを構築
可能。

・ 従来、例えば値段が格段に
安い夜間電力で冷水を作
り、昼間これを冷房に利用
するということは行われて
いるが、この場合通常は冷
水を必要量よりも多めに製
造する。これは万一冷水が
不足すると困るからである
が、反面過剰な分は無駄に
なる。精度の高い気象予報
を上手にシステムに組み込
めれば、この無駄は省ける。

・ 従来は建物の使用実態に応じ
た負荷予測を行う実用的なプ
ログラムはなかったが、最近良
いものが出てきた。このプログ
ラムにオンラインで気象予報
を入力するようなシステムを
構築することが、当面の関心事
である。

・設備についてはライフコスト
を計算し顧客に提示するが、通
常設備の寿命は 10 年単位であ
る。

・本来ライフコストは将来の期
間に渡って算定すべきもので
あるので、計算の際勘案する気
象条件もその期間に応じたも
のであることが望ましい。

・一方現状は過去の気象データ
を使用しており、予報の要素は
入っていない。

・ こういった観点からは超長期
（向こう 10 年間）の予測があ
れば設計に活用できる。
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・現場における天候リスクは非常に
大。気象要因で、一旦出来上がっ
たものが駄目になると、その分仕
事が後戻りとなり、コストに大き
く跳ね返る。

レジャー産
業

・索道業（運輸鉄道業）
・積雪・降雨・暖冬等ほぼ全ての気象条件

が、スキー場業務や夏期観光等弊社業務
全般に関連。

・雷－機械装置等の損壊
・強風－安全対策
・雪－スキー客の有無。
　雨－スキー客少。
  晴れ－スキー客多。
　風－輸送施設の運休。
　天候－交通遮断で客足停止

・１０～１１月に冬期間（１２～３月）の
人員配置を決定

・気象のビジネスに対する影響は、基本的
には回避不可。信頼性のある長期的な気
象情報が確保されれば、対応可能か。

・民間気象会社から取得
・自社に観測装置を設置。（主とし

て観測時現在のデータや数時間前
からのデータ変化を利用）

・実績データ（過去５～１０年程度
のデータ）はあるが、特別な解析
せず。

・スキー場気象予報データ（現在の
気象状況および明日位までの予
報）を利用

・気温、気圧、降水量、風向・風速・
積雪データを利用

・時別値　最大　最少
・リアルタイム
・自社内設置の観測システム（作成

は日本気象協会長野）から取得

・気象情報の収集にて、短期
的な風速を予測判断し、安
全輸送に利用

・各現場（長期的なものは営
業部）で利用

・特定地域の長期・短期的な気象
予報の精度が上がれば良い。
かなりの精度でなければ逆に
大きな損害を被る。

・雇用の調整。仕入管理。降雪機
等の運転スケジュール。輸送
施設や管理機械などの修理、
購入の効率化が期待される

百貨店 ・百貨店業
・広く天気が来店客数に関連
・気温が商品動向に関連
・毎月送付される気象月表と売上データと

を検証。
・気象現象による営業への影響は不可避。

予報を参考に計画、代替え手段の確保に
より、リスクを小さくすることが可能。

・六ヶ月前に販売計画をたて、三ヶ月前の
商品計画を具体化し、一ヶ月前に商品計
画を修正している

・気象月表（前月、前年同月）
・ 長期予報
・実績データ（前月の気象月表、前

年同月のデータ）
・予報データ（一ヶ月予報、三ヶ月

予報）
・気温、天気 、降水、積雪、台風
・日別値
・月別値を月表送付の段階で取得
・ 印刷物、定期刊行物経由

・気象だけで計画をたてるこ
とはないが、昨年のデータ、
今年の予報をもとに 取扱
商品（仕入れ・販売商品や
ビジネス等）や販促計画に
汎用性をもたせ、リスク分
散を図る

・月に一回程度、商品･店舗政
策部で利用

・新宿店 各営業部は、仕入販
売業務、管理業務に利用

・ 予報の精度アップ
・ 体感温度（気温、天候、風速

などをトータルしたデータ）
の予報

・地域の範囲…各店舗の商圏で
の気象予報、実績

・確率の高い気象予報とトレン
ド予想により、効果的な商品
投入時期の見極め、効率のよ
い売れ筋の絞り込み、商品確
保、および効果的な販促計画
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・商品･店舗政策部では商品

計画、営業計画に利用
・エクセルへの打ち替え→気

温グラフ作成
・販売･商品計画への反映

の策定が可能になる。

建設コンサ
ルタント

・ 建設コンサルタント、環境測定（大気質、
騒音・振動）

・ 天気（雨）、風速（強風）―  環境測定（特
に騒音測定）スケジュールの実施

・ 風向、風速 ― 環境アセスメント実施上
の大気汚染予測データに利用

・ 日射量、雲量、放射収支量 ― 大気汚染
予測上の大気安定度解析に利用

・ 降水量、雨量、洪水 ― 河川計画や氾濫
解析シミュレーション等の基礎データ

１）環境測定（現場作業）
・ 環境測定（特に騒音）は雨天、強風の

場合は中止・延期となる。そこで前日、
あるいは前々日の決定が必要。天気予
報の降水確率を判断基準に採用。

・ 実施場所が遠い場合が含まれること
（例えば、大阪から九州に行って測定
を行うなど）から、その地域の地方気
象台発表の天気予報を確認。

2）データの集計、解析
・ データの解析等では、結果としての数

値データを収集して解析するため、気
象現象に左右されることは少ない。

・ 

１）環境測定（現場作業）
・ 天気予報（TEL：177 及び週間

天気予報）またはインターネッ
トでの天気予報のサービス

・ 特定の会社から情報を取得はな
い。

2）データの集計、解析
・ 風向・風速、日射量、雲量、降

水量
・ 風向・風速、日射量、雲量→気

象台、アメダスの時間値データ
（通常 1 年間、場合によっては
過去 10 年間くらい）を気象庁か
ら入手

・ 大気関係の解析→風向・風速、日
射量、雲量の各 1 時間値を集計

・ 河川関係の解析→年間値、平年値、
極大値

・ 時間値（24 時間×365 日分データ）
を気象庁や都道府県（大気常時監
視測定局）が年間データとして公
表されるのを待ってから入手

・ 風向・風速→環境省の一般環境
大気測定局における測定データ
（通常 1 年間、場合によっては
過去 10 年間くらい）各自治体か
ら入手

１）環境測定（現場作業）
・ 予報データ→現在、1～2

日先、1 週間先
2）データの集計、解析
・ 大気関係＝実績データ→

過去 1 年間、場合によっ
ては過去 10 年前まで

・ 河川関係＝実績データ→
溯るまでのデータ（過去
50 年、100 年等）

・ 技術部にて建設コンサル
タントの業務を官公庁あ
るいは民間から受託し
て、目的に応じて環境関
係の計画、測定、データ
解析、予測評価などを行
う。

・ 大気汚染の将来予測や河
川計画における将来（氾
濫解析等）予測に利用

・ 大気汚染予測であれば、
時間値（24 時間×365 日
データ）を、年間の時間
別・風向別・大気安定度
別・風速階級別出現頻度
を集計。

・ 業務の目的に応じて、加

1） 地域の範囲（細かさ）：業務
上、土木建設関係の対象場所
は、データの密度が薄い地域
が多く、特定の地域を選択し
たらその地域の情報が得ら
れれば当然望ましい。

2） 時間の範囲：過去 10 年程度
のデータ

3） 情報の内容
・ 大気汚染の拡散計算で

は、環境省のマニュア
ル等においても「大気
安定度」が重要な要因
となるが、これを設定
するデータは、気象庁
でも環境省でもあまり
まともに計られていな
い。

・ 通常は気象台の日射
量、雲量で求めている
が、放射収支量の測定
は行われていない。

・ 都市部などの風の流れ、上空
高さ方向への温度勾配など、
環境省と気象庁で統合的に計
測するシステムが望まれる。



訪問先 ビジネスと気象等の現象の関連性 利用している気象情報・内容 利用方法及び評価 気象予報への要望・改善事項
・ 降水量、雨量など→日本気候表、

気象台の気象年報
・ 河川流量など洪水時等に関する

データ→国交省各工事事務所、
都道府県土木部等保有のデータ

・ 気象庁管轄データ：気象年報
CD-ROM

・ 大気常時監視測定局データ：通
常、非公表のため、業務委託先（主
に国交省、都道府県土木部局等）
から都道府県の環境部局に依頼
してもらって、電子データ（FD、
MO など）で入手。場合によって
は、紙ベースしかない場合があ
り、その際は手入力。

工の内容は様々。


